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生産者にインタビューし作成した共同購入トラクターのＰＲ動画（７面）

ＪＡ青森中央会の阿保直延会長（左から2人目）
にグローバルＧＡＰ団体認証取得を報告したＪＡ
津軽みらいリンゴ認証ＧＡＰ研究会の葛西厚平
会長（中）、同特Ａ米プレミアム研究会の工藤憲
男会長（右から２人目）（６面）
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理事長新年度のごあいさつ
（経営企画部）

全農本所が4月1日付で機構改革
（経営企画部）

国産大豆の勉強会に参加した
主婦の方を中心にブログ・SNSで
情報発信（麦類農産部）

県内初、ＪＡ津軽みらいの生産者が
グローバルＧＡＰ団体認証取得
（青森県本部）

エーコープ「簡単和風だし 旨！だしパック」
販売スタート（くらし支援事業部）

ラジオ番組「TODAY’S AGRI NEWS」が
変わります！（広報・調査部）

ＪＡタウンショップ紹介
　びりけんショップ（ＪＡ全農いばらき）

7面

Web版JA全農ウィークリーは
こちらから

https://www.zennoh-weekly.jp/
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カーリング女子日本代表を和食で
サポート　　　　　（広報・調査部）
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事業環境の変化事業別実施具体策
※金額は31年度取扱計画、カッコ内は前年計画比

取扱計画
　自己改革の加速化や最重点事業施策の
取り組み、新たな事業領域への挑戦を通じ
た事業拡大を織り込み、取扱高は31年度4
兆6,600億円、32年度4兆8,500億円、33年
度5兆円を計画します。

3か年（31～33年度）経営計画

米穀農産事業
園芸事業

営農・生産資材事業
畜産事業
生活関連事業
合   計

事　業 31年度計画 32年度計画 33年度計画
（単位：億円）

7,203
12,059
8,077
10,665
8,672
46,676

7,460
12,900
8,140
10,940
9,060
48,500

7,750
13,460
8,380
11,230
9,180
50,000

農業生産の基盤縮小と構造転換
〇農業就業人口の減少、労働力不足の深刻化
〇耕作放棄地の増加、農地集積の加速
〇法人経営体数や異業種からの農業参入の増加
〇新技術による労働生産性向上への期待

消費の動向
〇中食・外食市場の拡大
〇コンビニエンスストア・ドラッグストアの伸長
〇eコマース市場の拡大、インバウンド需要の急増
〇加工食品の原料原産地表示の義務化

JAグループを取り巻く環境
〇JAの広域合併・県1JA組成などの組織改革
〇経済事業の取扱高減少
〇JAへの監査法人監査の導入
〇信用・共済事業の収益力低下懸念

農政の動向・海外情勢
〇TAG・TPP11・日欧EPAなど貿易自由化の進行
〇外国人労働者の受入拡大
〇米中の対立激化、中東情勢の不安定化

3か年計画（平成31～33年度）事業計画の基本的な考え方

〇米・青果物の直接販売・買取販売の拡大に向けた実需
者への直接商談、直販関連施設の整備、出資・業務提
携等
〇資材の共同購入や集約対象品目の拡大、広域物流体
制の整備、購買・供給体制のスリム化
〇輸出拡大に向けた産地から海外までのサプライチェー
ンの構築

〇消費者・実需者から選ばれる商品開発による食品製造・
加工・外食のマーケットシェア拡大
〇生産から消費までのバリューチェーンの構築に向けた
様 な々企業との技術連携・業務提携
〇eコマース事業、インバウンド需要対応、中食・外食への
展開などによる販売チャネルの多様化・拡大

〇既存輸出国での販売拡大、輸出用産地の拡大などを
通じた輸出競争力の強化
〇他国の農協組織や海外サプライヤー等との関係強化
や海外拠点の整備による原料・資材の調達力強化

〇農業労働力不足への対応および担い手確保・育成へ
の支援等
〇ドローン・農業ICTなど革新的技術の導入・普及
〇加工・業務用の米・青果物の契約栽培拡大
〇販売起点の生産提案と資材・サービスの提供
〇品目を見定めた輸入農畜産物の国産への切り替えに
向けた生産振興

〇農産物直売所・生活店舗など拠点機能の再編強化等、
中山間地域のライフライン対策
〇直売所を併設した大型Aコープ店舗（JAファーマーズ）
の出店拡大や、農泊事業等による地域活性化
〇電力・ホームエネルギー事業の展開などによる地域ライ
フラインの支援

〇JAの経営基盤強化に向けた、農家対応力・販売力の
強化、物流合理化、拠点型事業の一体運営・受託、産
地づくり等の支援

〇農業者の所得増大・農業生産の拡大に寄与するJA・本
会の自己改革の現場での実践

今次3か年計画では、自己改革の取り組みを加速するとともに、
「本会のめざす方向」の具現化に向けた事業を展開します。

肥料・段ボールなどの銘柄・規
格集約や共同購入トラクター、
農薬担い手直送規格の取組
拡大、広域物流体制の構築

海外山元との関係強化・資本
提携による肥料原料の安定
確保

モデルJAの成果の水平展開
によるトータル生産コスト低減

大規模営農モデルの確立・普
及、新品種や栽培技術、加
工・貯蔵技術の開発、および
農業施設総合コンサルの取
組強化

農作業受託の仕組みづくりや
ICT技術の活用・普及促進

TAC活動のレベルアップや
GAP推進による担い手対応
強化

1

2

3

5

4

6

営農・生産資材事業
8,077億円（100%）

パッケージ機能・冷蔵機能等
を具備した直販関連施設の
設置や県域を越えた広域営
業によるリレー販売体制の
強化

農業労働力支援の強化や輸
入量の多い野菜の国産への
奪還に向けた生産振興、およ
び果樹の生産対策

大型広域集出荷施設のJAと
の共同設置・共同運営

共同産地づくりや販売強化に
向けた中外食サプライヤー等
との業務提携・出資

ストックポイントの整備やパ
レット輸送の拡大等、流通網
の整備

1

2

3

4

5

園芸事業
12,059億円（102%）

直売所を併設した大型Aコー
プ店舗の出店拡大や商品開
発などによる国産農畜産物の
販売力強化

地域・組合員ニーズに対応し
たライフライン対応メニューの
拡充と買い物支援・高齢者対
応の強化

揮発油シェアの維持・拡大や
ネットワークセルフSSの運営
力強化、および営農用エネル
ギーの取組強化

ガスキャッチ普及拡大による
LPガスの保安の高度化

組合員向け電力事業の拡大
やホームエネルギー事業の
展開

1

2

3

4

5

生活関連事業
8,672億円（105%）

実需者との直接商談の強化・
拡大、および実需者や米卸等
との出資・業務提携の推進

実需者ニーズをふまえた多収
米等の作付提案・契約栽培
の拡大や買取販売の拡大、
および事前契約など安定取
引の拡大

事業競争力強化に向けた
パールライス卸の再編整備
や、食べ方提案などの情報発
信を通じた米消費拡大

国産麦の需要に応じた生産
と数量・品質の安定化、および
輸入大豆を使用した製品の
国産大豆への切り替え

1

2

3

4

米穀農産事業
7,203億円（96%）

包装肉事業拠点の全国網整
備や中食・外食向け商品の製
造・供給体制整備、および中
食への参入など事業領域の
拡大

牛舎・施設賃貸事業などの畜
産生産基盤の支援・補完、お
よび革新的な商品・技術によ
る労務軽減・生産性向上

米国・ブラジル・カナダの関連
会社による内陸集荷拠点の
拡充や共同購買・共同物流の
拡大を通じた飼料原料調達
力強化

広域生乳の取扱拡大による
需給調整機能の強化と飲用
向け販売の最大化、および業
務用牛乳の製造・出荷体制の
強化

1

2

3

4

畜産事業
10,665億円（104%）

全農グループ販売会社との
共同営業による新規取引品
目の拡大、グループ一体的な
商品開発、および加工・物流
拠点の整備やコールドチェー
ンの確立などのインフラ開発

JAタウンの取扱拡大などeコ
マース事業の積極展開と飲
食・中食店舗の拡大および本
会グループ飲食店舗の運営
改善支援

既存輸出国での販売拡大や
中国での販売体制強化、
マーケットニーズをふまえた輸
出用産地の拡大、リレー出荷
の実践

共同物流・配送による物流費
の圧縮や、鮮度保持技術の
確立

1

2

3

4

営業開発・フード
マーケット事業・輸出対策

5年後、10年後を見据えた  本会のめざす方向

自己改革の加速化

食のトップブランドとしての地位の確立

海外戦略の構築

生産基盤の確立

元気な地域社会づくりへの支援

JAへの支援強化

作物別・品目別戦
略策定による農業
総産出額の計画
的・段階的な拡大

マーケット
ニーズをふ
まえた販売
戦略の構築

元気な地域
社会づくり
への支援

急変する海外
動向に対応し
た新たな海外
戦略の構築

会員還元の
最大化
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よび革新的な商品・技術によ
る労務軽減・生産性向上

米国・ブラジル・カナダの関連
会社による内陸集荷拠点の
拡充や共同購買・共同物流の
拡大を通じた飼料原料調達
力強化

広域生乳の取扱拡大による
需給調整機能の強化と飲用
向け販売の最大化、および業
務用牛乳の製造・出荷体制の
強化

1

2

3

4

畜産事業
10,665億円（104%）

全農グループ販売会社との
共同営業による新規取引品
目の拡大、グループ一体的な
商品開発、および加工・物流
拠点の整備やコールドチェー
ンの確立などのインフラ開発

JAタウンの取扱拡大などeコ
マース事業の積極展開と飲
食・中食店舗の拡大および本
会グループ飲食店舗の運営
改善支援

既存輸出国での販売拡大や
中国での販売体制強化、
マーケットニーズをふまえた輸
出用産地の拡大、リレー出荷
の実践

共同物流・配送による物流費
の圧縮や、鮮度保持技術の
確立

1

2

3

4

営業開発・フード
マーケット事業・輸出対策

5年後、10年後を見据えた  本会のめざす方向

自己改革の加速化

食のトップブランドとしての地位の確立

海外戦略の構築

生産基盤の確立

元気な地域社会づくりへの支援

JAへの支援強化

作物別・品目別戦
略策定による農業
総産出額の計画
的・段階的な拡大

マーケット
ニーズをふ
まえた販売
戦略の構築

元気な地域
社会づくり
への支援

急変する海外
動向に対応し
た新たな海外
戦略の構築

会員還元の
最大化

5 2019 4.1 vol.879

JA
 Z

ennoh W
eekly

特　

  

集



　生産者の声を反映して登場した共同購
入トラクター「ＹＴ３５７Ｊ ＺＵＱＨ」が、平
成３０年７月の発売から９カ月が経過しま
した。このほど、実際にトラクターを購入し
て使われている生産者の方にインタ
ビューを実施して、トラクターのＰＲ動画
を作成しました。全農のホームページでご
覧いただける他、広くご視聴いただけるよ
うに、ユーチューブにもアップしています。

【耕種資材部】

　共同購入トラクターは、同クラスでは最大級の
３.３㍑の大排気量エンジンで、高トルクの粘り強い
作業性能と、満タン給油すればほぼ１日作業がで
きる56㍑の大容量燃料タンク搭載による作業能
率の向上が生産者から高く評価されています。ＪＡ
グループの目標台数を３カ年1000台としてスター
トしましたが、取り組み初年度に1000台を超える
受注をいただいています。
　これから春の農作業シーズンを迎え、トラクター
が本格的に始動します。ＪＡグループでは、ご購入
された生産者の皆さまにご満足いただけるアフ
ターサービスを提供させていただくとともに、コス
トパフォーマンスに優れた共同購入トラクターの
提案に引き続き取り組んでいきます。
　また、今秋10月には、湿田に強くけん引力のある
半クローラ仕様の発売も予定しています。

全農のホームページ、
ユーチューブにもアップ

ユーザーの声で
　 ＰＲ動画を作成

共同購入トラクター YT357J  ZUQH

生産者にインタビューし作成したトラクターのＰＲ動画（全農のホームページ）

販
売
１
０
０
０
台
を
突
破
し
た
共
同
購
入
ト
ラ
ク
タ
ー「
Ｙ
Ｔ
３
５
７
Ｊ 

Ｚ
Ｕ
Ｑ
Ｈ
」の
ポ
ス
タ
ー
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ュ
ー
ス
＆
ト
ピ
ッ
ク
ス

News!

ブログ・SNSで国産大豆の情報発信
「国産大豆に関する勉強会」へ参加した主婦の方を中心に全国へ 麦類農産部

　
麦
類
農
産
部
が
開
い
た「
国
産
大
豆
に
関
す
る
勉
強
会
」へ
参
加
し
た

主
婦
の
方
を
中
心
に
、学
ん
だ
内
容
な
ど
を
ブ
ロ
グ
・
S
N
S
で
情
報

発
信
し
、よ
り
多
く
の
人
々
へ「
J
A
グ
ル
ー
プ
の
役
割
」や「
国
産
大

豆
の
魅
力
」な
ど
を
広
め
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　
麦
類
農
産
部
は
平
成
30
年
12

月
18
日
と
同
31
年
2
月
8
日
、

国
産
大
豆
に
関
す
る
勉
強
会
を

開
き
、
主
婦
の
方
を
中
心
に
参

加
い
た
だ
き
ま
し
た（
全
7
人
）。

勉
強
会
で
は
、
大
豆
生
産
か
ら

製
品
販
売
ま
で
の「
J
A
グ
ル
ー

プ
の
役
割
」、「
国
産
大
豆
の
魅

力
」（
良
食
味
・
安
心
安
全
）な

ど
を
紹
介
し
ま
し
た
。

　
参
加
者
か
ら
は「
豊
凶
差
が

大
き
い
国
産
大
豆
は
J
A
グ

ル
ー
プ（
39
道
県
）の
一
元
集

荷
・
販
売
に
よ
り
、
日
々
製
造

さ
れ
る
豆
腐
・
納
豆
な
ど
の

メ
ー
カ
ー
へ
の
原
料
安
定
供
給

に
つ
な
が
っ
て
い
る
と
は
知
ら

な
か
っ
た
」「
植
物
性
タ
ン
パ
ク

質
を
お
い
し
く
摂
取
で
き
、
か

つ
遺
伝
子
組
み
換
え
で
な
い
安

全
・
安
心
な
国
産
大
豆
製
品
を

積
極
的
に
購
入
し
た
い
」と
の
声

が
あ
り
ま
し
た
。

主婦の方を中心に開いた国産大豆に関する
勉強会

ブログはこちらから ベ
ネ
ッ
セ「
口く
ち

コ
ミ
サ
ン
キ
ュ
！
」の
Ｔ
Ｏ
Ｐ

ブ
ロ
ガ
ー
ら
が
ア
ッ
プ
し
た
国
産
大
豆
勉

強
会
関
連
の
記
事

は
、
農
場
の
改
善
の
た
め
の
整

理
・
整
頓
や
、
雇
用
者
の
労
働

安
全
確
保
に
向
け
た
体
制
づ
く

り
に
苦
労
し
た
、
な
ど
の
声
が

あ
り
ま
し
た
。

　

そ
れ
ぞ
れ
の
品
目
で
の
取

り
組
み
に
つ
い
て
、
Ｊ
Ａ
津
軽

み
ら
い
特
Ａ
米
プ
レ
ミ
ア
ム

研
究
会
の
工
藤
憲
男
会
長
は

「
良
品
質
の
水
稲
生
産
を
徹
底

し
、
ブ
ラ
ン
ド
強
化
を

図
っ
て
い
き
た
い
」、
同

リ
ン
ゴ
認
証
Ｇ
Ａ
Ｐ
研

究
会
の
葛
西
厚
平
会
長

は「
輸
出
の
拡
大
を
図

り
、
販
売
額
向
上
に
努

め
て
い
く
」と
今
後
に
向

け
た
決
意
を
語
っ
て
い

ま
す
。

　

Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
は
、

Ｇ
Ａ
Ｐ
支
援
チ
ー
ム（
事

務
局
：
全
中
、
全
農
）を

設
置
し
、
Ｇ
Ａ
Ｐ
の
団

体
認
証
取
得
を
支
援
す

る
現
地
ア
ド
バ
イ
ス
事

業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

News!

水稲・リンゴでグローバルGAP団体認証取得
青森県ＪＡ津軽みらい管内の生産者８人がＪＡで県内初 青森県本部

　

青
森
県
J
A
津
軽
み
ら
い
管
内
の
水
稲
生
産
者
3
人
と
リ
ン
ゴ

生
産
者
5
人
は
、2
月
8
日
付
で
グ
ロ
ー
バ
ル
G
A
P
団
体
認
証
を

取
得
し
ま
し
た
。J
A
グ
ル
ー
プ
の
支
援
で
は
県
内
初
で
す
。

　
今
回
の
認
証
取
得
は
、
水
稲

は
全
国
的
に
ブ
ラ
ン
ド
米
競
争

が
激
化
す
る
中
で
、
Ｊ
Ａ
津
軽

み
ら
い
産「
青
天
の
霹へ
き
れ
き靂

」に

付
加
価
値
に
よ
る
差
別
化
を
図

る
た
め
、
ま
た
リ
ン
ゴ
は
農
家

手
取
り
最
大
化
を
目
指
し
、
海

外
輸
出
の
取
引
拡
大
の
た
め
に

取
り
組
み
を
始
め
ま
し
た
。

　

取
り
組
ん
だ
生
産
者
か
ら

JA青森中央会の阿保直延会長（左から2人目）にグローバルＧＡＰ団
体認証取得を報告したＪＡ津軽みらいリンゴ認証ＧＡＰ研究会の葛西
会長（中央）、同特Ａ米プレミアム研究会の工藤会長（右から２人目）

ア
メ
ー
バ
ブ
ロ
グ

口く
ち

コ
ミ
サ
ン
キ
ュ
！
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